





 本稿は、1848 年フランス第二共和制憲法に規定されるに至った社会権（les droits 
sociaux）、とりわけ「労働権」（le droit au travail）について、憲法制定にいたる過程で当
時のフランス政府が出したあるデクレを中心に考察することを目的とする１。そのデクレは





パリにおいては 10 時間、その他の地域（province）においては 11 時間が最長労働時間と
された。この「時短デクレ」が制定されるに至る背景、議論を探ることで当時の政権担当
者たちが労働者の地位やその権利をどのように考えていたのかを探求し、最終的にそれが



























影響により労働条件の見直し、改善がなされている。そして、2000 年 1 月 19 日の法律（Loi 














 この点において、産業革命期にあり、産業化が進行しつつあった 1848 年のフランス５に
おいて、政治的要求とともに、社会的要求６が芽生え、その結果二月革命が起こり、臨時政
府が労働者の代表を加えて組織されたことは、まさに国民のための政治を行なうという民











働権」保障の具体的制度として検討に値するものである。このことは 1848 年 9 月９日デク
レと 1851 年 5 月 17 日デクレによって最長労働時間が引き延ばされとこと、その後段階的
に女性労働者および児童労働者につき 1892年 11月２日法によって最長労働時間が 11時間
と定められ、男性労働者についても 1900 年 3 月 30 日法によって最長労働時間が 11 時間と
され、以降 30 分ずつ時短が図られ、1904 年には 1848 年 3 月 2 日のデクレが定めた 10 時
間になったという経緯からも 3 月 2 日の「時短デクレ」の先駆性がうかがえる。 
 
三 本稿が考察対象とする時期 
 本稿の考察対象となる 1848 年フランス第二共和制憲法の「労働権」を理解するうえで、




男子普通選挙を経て 5 月 4 日に制憲議会が召集され、憲法制定へ向けた具体的プロセスが




















1846 年当時の農村部の人口は 26,755,000 人ほどであったとされ、この数字は全人口の




ったとされる１０。また、10 万人以上の都市１１に住む人口の比率は 1850 年において 4.6％
に過ぎなかった１２。人口比率でみると、1850 年当時の人口約 3600 万人のうち、28％にあ
たる 1000 万人が都市部に住み、72％にあたる 2600 万人が農村部に住み、52.5％にあたる
1900 万人が農業に従事していた１３。 
 このような人口構成をみたとき、フランスは農村中心の社会構造であったといえる。都
市への人口流入に関しては 1850 年から 1950 年までの間に、1 年あたり都市部の人口が約









になる。1850 年には蒸気機関を使用していた企業は 6500 に過ぎなかったが、1870 年には
23000 におよぶ１８。すなわち、1840 年代は産業化する前段階であったということができる。
そして、その特徴はイギリスに半世紀遅れたがゆえにイギリスの経験に学ぶことができた





ると 1 日に 13 時間の実労働時間であり、これに 30 分の昼食と、1 時間の夕食時間がつき、
実際の拘束時間は 15 時間にもおよんだとされる。これを週あたりの労働時間にすると 75
から 80 時間におよぶとされ、1903 年の平均が 45 時間であり、2000 年に法定労働時間が
35 時間に定められたのと比較してその二倍であったことが分かる。さらに、労働開始年齢
については、1840 年には 8 歳、1890 年になってようやく 12、13 歳にあがるとされる。こ









1847 年 11 月 7 日にルドリュー・ロラン Ledru-Rollin が普通選挙を求めて開いた改革宴
会が各地に広がり、1848 年 2 月 22 日パリで開催される予定だった改革宴会をルイ・フィ
リップ Louis Philippe 政府の首相ギゾーGuizot が禁止したことが二月革命の直接の原因で
あった。 






には 1817 年以来の価格水準にまで達した。ヘクトリットル（100 リットル）単位あたりの
価格が通常は 20 フランであったが、1847 年には 29 フランにまで上がり、最終的には 40







失業と社会不安は 1847 年と 1848 年の冬になっても続いていた。税収の悪化によって、3
億 5000 万フランの借入が必要となり、中央銀行は 200 フランを 2 億 5000 万フラン分発行
した。このように経済状況は不安定なまま 1848 年 2 月を迎えることとなった。 





府は 11 名からなり、その 11 名とはデュポンDupont（de l’Eure）、ラマルティーヌ、クレ
ミューCrémieux、アラゴArago（de l’Institut）、ルドリュー・ロラン、ガルニエ・パジェ
スGarnier-Pagès、マリMarie、アルマン・マラストArmand Marrast、フェルディナンド・
フロコンFerdinand Flocon、ルイ・ブラン、アルベールであった２７。そのうち 4 名は書記
であり、ラマルティーヌ、アラゴ、ルドリュー・ロラン、マリ、クレミューの 5 人が臨時
大臣（ministres provisoires）となった２８。この臨時政府は少数派と多数派に分けること










































に保障することを目的として労働者のための政府委員会（Commission de gouvernement 
pour les travailleurs）を発足させることを決定する３８。そして、場所をリュクサンブール














文献から、「『労働の組織省（un ministère de l’organisation du travail）』あるいは『進歩































概観を説明している４４。それによると、その構成は 231 名の雇主代表、699 名の労働者代
表からなり、3 月 1 日から 5 月 16 日に廃止されるまで活動した。 












































































































一方、ルイ・ブランは 2 月 28 日にフロコンFloconを公共慈善大臣（ministère de la 











１．3 月 2 日の労働時間の固定に関するデクレ 






 このデクレの結果、パリにおいて労働時間は 10 時間に、地方においては 11 時間に短縮
された。ここに見られる思想は、労働者の人間としての尊厳をまもるために、長時間の労
働は許されず、また、労働時間から解放されることによって、人間としての知性を開花さ









 先にふれた 3 月 2 日の「時短デクレ」は 3 月 1 日に活動を開始したリュクサンブール委
員会が 3 月 2 日に決議したものである。ここで、3 月 1 日および 2 日の議事録からこの「時
短デクレ」に関わる発言を拾い出したい。 
 3 月 1 日の議事に参加したのは様々な同業組合（corporations）からの代表者である労働






たちが早急に解決を求めるものとして 2 つの要求を出す。それがすなわち、先にふれた 3
月 2 日のデクレの内容となる「労働時間の短縮（réduction du nombre des heures de 
travail）」と「下請負の廃止（abolition du marchandage）」であった。 
 会議の後、主要な産業の代表となる雇用者に対して総会開催の通知と召集がなされた。
そして、3 月 2 日に会議が催される。「時短」に関しても他の案件と同様に難なく承認され、
臨時政府は直ちにデクレを制定した。 






























同名の書が 1840 年に発行されており、失敗に終った国立作業場Ateliers Nationauxはそも
そもルイ・ブランの目指していた社会作業場Ateliers Sociauxの形式的模倣であった。 
 その後、3 月 9 日にリュクサンブール委員会は「時短デクレ」について、再度雇用者から
その実施の困難を伝えられたことを受けて次のような布告をなす。 














 3 月 10 日には、リュクサンブール委員会の総会が開かれ、パリから様々な同業組合の労













３．3 月 2 日デクレの強化 












た。すなわち、3 月 15 日にも同様の以下のようなデクレを出すこととなったのである。 
 
 「一方で 1848 年 3 月 2 日のデクレに反して雇用者たちが 12 時間以上の実労働を要求す
る意図を表明していること 
 他方で、労働者たちが 10 時間以下の労働を話していること 
















    労働者のための政府委員会議長および副議長 
                       ルイ・ブラン、アルベール７６」 
 
 このデクレは雇用者のみならず労働者も 3 月 2 日の「時短デクレ」に対して不満を抱い
ていることを表している。だが、雇用者はそもそも 3 月 2 日の「時短デクレ」の存在その
ものに対して不満を抱いているのに対して、労働者の側は更なる「時短」を求めていたこ
とがうかがえる。 
 この後、3 月 21 日に今度は臨時政府によって 3 月 2 日のデクレに関して新たな布告がな









 下請負の方法による労働者のあらゆる搾取は、初犯の場合 50 から 100 フランの罰金によ
って、再犯の場合 200 フランの罰金によって、また二度目の再犯の場合 1 カ月から 6 カ月
の禁錮（emprisonnement）によって罰せられる。罰金による収益は労働不能の者を救済す
るために使われる。 
    臨時政府担当者 
     デュポン、アラゴ、ラマルティーヌ、マリ、ルドリュー・ロラン、クレミュー、
ガルニエ・パジェス、ルイ・ブラン、マラスト、アルベール、フロコン 
    臨時政府書記    
 パニェール７７」 
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 4 月 4 日、今度は労働時間に関して罰則がつけられることになる。 
 
 「労働者のための政府委員会の報告を受けて 
 1848 年 3 月 2 日のデクレのパリにおける実労働時間の固定に関する部分に罰則
（sanction）を付することが重要であることに鑑みて 
 臨時政府は布告（décrète）する 
 10 時間以上の実労働を労働者に対して要求したすべての工場長（chef d’atelier）は、初
犯の場合 50 から 100 フランの罰金によって、再犯の場合 200 フランの罰金によって、また
二度目の再犯の場合１カ月から 6 カ月の禁錮（emprisonnement）によって罰せられる。罰
金による収益は労働不能の者を救済するために使われる。 
 政府会議において決定、1848 年 4 月 4 日 
    臨時政府担当者 
     デュポン、アラゴ、ラマルティーヌ、マリ、ルドリュー・ロラン、クレミュー、
ガルニエ・パジェス、ルイ・ブラン、マラスト、アルベール、フロコン 
    臨時政府書記    
            パニェール７８」 
 























いう思想は 9 月 9 日の「時短デクレ」を廃止するデクレにも残ることとなる。また、これ































１ これまでの先行研究では 1848 年フランス第二共和制憲法は「労働権」を承認してい
ないと見ている。すなわち、結局規定されたのは国家の「義務」であり、国民の「権利」






発展（二）」北大法学論集第 15 巻第 1 号 177 頁。 
２ その一例として、1948 年にはPUFより一連のシリーズが刊行され、また、1998 年
にはヨーロッパ各国の 1848 年革命史を記述する試みがEUによってもなされた。 
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Abstract 
The origin of the right to work in the Second Republic 
 
Hiroyuki Endo 
The object of this article is to search the origin of the right to work in the 
Second Republic. It is the first time that the right to work was written in the 
Constitution. “Le décret du 2 mars 1848”, which is concerned with the fixation of the 
hours of work, is one of the appearances of the origin. 
The era of the Second Republic is very important in the world history. And it is 
also important in the study of the French Constitution in Japan. But, the importance of 
the Constitution of Second Republic has not been estimated properly. 
 The purpose of “Le décret du 2 mars 1848” is to diminish the hours of the daily 
work. It means that the government has the power and the duty to interfere in the 
situation of the condition of work. And it means also that the right to work is guaranteed. 
The Constitution of the Second Republic guarantees the right to work in writing. 
 I think that “Le décret du 2 mars 1848” is the origin of the right to work in the 
Second Republic, because the provisional government has been approved by the people. 
We can understand what the right to work means, studying the importance of “Le décret 
du 2 mars 1848”. 
